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平成24年11月14日 

各      位 

 

                               会 社 名 栄光ホールディングス株式会社  

                               代表者名 代表取締役社長 近藤 好紀 

                               （コード番号 ６０５３ 東証第２部） 

                               問合せ先 グループ経営管理部部長 大坪 裕之 

                               電話番号 ０３（５２７５）９７８９ 

 

株式会社増進会出版社との資本業務提携に関するお知らせ 

 

当社は、平成24年11月14日開催の取締役会において、下記のとおり、株式会社増進会出版社（所在地：静

岡県駿東郡長泉町、代表取締役社長：鈴木勇一 以下、当該会社を「増進会出版社」といいます。）との間で、

資本業務提携契約を締結することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．資本業務提携の理由 

 

当社グループの主な事業領域である学習塾業界では、少子化による学齢人口減少という市場規模自体の

縮小傾向に加え、サービスの差別化が困難であることから市場環境が競争的であり、大手を中心とした営

業拠点拡大により、熾烈な顧客獲得競争やサービス競争が繰り広げられている一方、優れた教育を求める

顧客のニーズはますます高まっており、顧客層の拡大及び顧客へのサービス強化を目指し、近年様々なパ

ートナーシップの構築がなされております。 

 

このような環境の下、当社の子会社である株式会社栄光（以下「栄光」といいます。）と増進会出版社（持

株会社であり、事業会社である株式会社Ｚ会の管理・経営指導等を行っております。以下、株式会社Ｚ会

を「Ｚ会」といい、増進会出版社とＺ会を併せて「Ｚ会グループ」といいます。）とは、当社グループが強

みとする対面教育・教材販売ネットワークと、Ｚ会グループが創業以来強みとする通信教育や成績上位層

への教育ノウハウとを融合し、顧客のニーズに対応した新しい教育サービスの開発・提供を共同して進め

ることを目的として、平成21年12月29日付にて資本業務提携契約を締結すると共に、増進会出版社を割当

先とした第三者割当による自己株式処分を実施いたしました。 

さらに、栄光は、平成22年10月15日には、高いブランド力を獲得し、顧客に魅力的な新サービスを開発・

提供することや隣接市場に進出することを目的としたＺ会グループとの関係を深化させる資本業務提携契

約を締結すると共に、増進会出版社を割当先とした第三者割当増資を実施し、Ｚ会グループとの協力関係

を一層強固にしてまいりました。 

 

これらの資本業務提携契約に基づく提携関係を背景として、当社グループとＺ会グループにおいては、

Ｚ会の成績上位層に対する指導・テキストノウハウを活用した栄光のテキスト制作、難関大学志望者向け

の専門教室の開設、低学年向け科学実験イベントの共催による顧客層の拡大、栄光の季節講習へのＺ会会

員の参加、Ｚ会の通信教育教材を栄光の学習塾教室での対面スクーリングと組み合わせ、教師のサポート

を受けながら通信教育で学習するという両社グループの優れた点を取り入れたサービスの提供を行ってま

いりました。 
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また、ＷＥＢ教材、ＤＳ教材、書籍教材、リメディアル教材（大学生・大学入学予定者等を対象とする

基礎分野中心の補習教育教材）、検定試験等の両社グループの持つ商材をそれぞれの顧客へ相互に販売する

ことによる販売ルートの拡大や、当社グループの運営する英会話教室でＺ会グループの開発したＴＯＥＩ

Ｃ対策等の定評ある英語教材を導入・活用し、社会人向けサービスでの協業にも注力しております。 

人材採用においても栄光の学習塾における講師募集にあたり優秀なＺ会ＯＢから多数の応募があるなど

協業の成果をあげておりますとともに、役員や従業員における人事交流を深めることで、より大きな成果

を実現しております。 

さらに、当社グループは、学習塾市場の規模縮小傾向の中で収益の拡大を目指し、当社の子会社である

株式会社シェーンコーポレーションにおいて、隣接市場である英語教育事業への展開を進めており、この

分野においても、当社グループの資源とＺ会グループの資源を融合することにより、両社グループのネッ

トワークを活用した新たな販売チャネルの構築や両社グループのノウハウを活用した英語教材の開発等、

共同開発して進めることを合意し、両社グループの協働により、より幅広いコンテンツの提供を行ってお

ります。 

当社は、Ｚ会グループと現在まで推進してきた施策の上記のような成果に鑑み、Ｚ会グループとの協力

関係を一層強固にし、深化させることが、当社グループの目指す方向にも合致し一層の成長に不可欠との

判断から、増進会出版社と資本業務提携に関する契約を締結することを、決議いたしました。 

 

２．資本業務提携の内容等 

 

（１）目的 

Ｚ会グループと当社グループ双方の関係をより一層強化することにより、両社の事業を発展させ、も

って両社の企業価値を向上させることを目的としています。 

 

（２）資本提携 

資本業務提携契約において、増進会出版社は、当社との間で、当社株式を平成28年1月14日まで継続し

て保有することについて合意しています。 

なお、本日、当社と増進会出版社との間で資本業務提携契約を締結したことにより、平成21年12月29

日付及び平成22年10月15日付の栄光及び増進会出版社間の資本業務提携契約は、失効することになって

おります。 

 

（３）業務提携 

さらなる成果を出すため、業務提携に関連する事項を協議検討する委員会において、Ｚ会グループと

当社グループの双方のブランド力やノウハウ等を活用することにより、以下の事項等の協議検討をより

強力に推進していきます。 

 

① 学習指導サービスの相互協力 

両社グループが持つ様々な学習指導・中学入試・高校入試・大学入試でのノウハウの共有及びこれ

に基づく教室等の共同運営の検討等 

② 教材共有・共同開発 

両社グループの持つ強みを活かした教材・サービス・コンテンツの共同開発及び相互の協力体制の

構築等 

③ 人材関連 

人材交流による相互のノウハウの共有及びそのための人事交流の拡大等 

④ 営業関連 

両社グループの持つ商材の顧客への相互販売の拡大等 
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３．資本業務提携の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社増進会出版社（非上場） 

（２） 所 在 地 静岡県駿東郡長泉町下土狩字柄在家105番地の17 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 鈴木 勇一 

（４） 事 業 内 容
通信教育事業、首都圏及び関西圏での教室事業、出版事業、模擬試験の

運営 

（５） 資 本 金 264,000千円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和35年４月１日 

（７） 
大株主及び持株比率
（平成24年３月31日現在）

藤井 史昭     26.36％ 

渋谷 庸夫     13.49％ 

河口 陽二郎    12.27％ 

藤井 孝昭     10.74％ 

（８） 上場会社と当該会社との間の関係 

 資 本 関 係
当該会社は、当社の普通株式6,217,500株（保有割合28.42％）を保有し

ております。 

 人 的 関 係

当該会社の代表取締役である鈴木勇一氏は、当社の子会社である㈱エデ

ュケーショナルネットワークの取締役及び㈱ソーシャルシェアリング

サービスの監査役を兼務しております。 

また、当社の代表取締役である近藤好紀氏は、当該会社の取締役を兼務

しており、取締役である秋山哲治氏は、当該会社の子会社である㈱Ｚ会

の取締役を兼務しております。 

 取 引 関 係

当社と当該会社は、当社またはその関係会社と当該会社またはその関係

会社との間で役員派遣を行っており、経営指導料をそれぞれ計上してお

ります。 

また、当該会社は、当社の連結子会社である栄光と業務提携契約を締結

しており、これに基づき教材の仕入等を相互に行っております。 

 

 

関 連 当 事 者 へ の

該 当 状 況
当該会社は、当社の法人主要株主であります。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期（注） 平成22年１月期 平成23年１月期 平成24年3月期 

 連 結 純 資 産 17,575 18,688 19,092

 連 結 総 資 産 21,750 23,075 26,077

 １株当たり連結純資産(円) 66,827 71,058 72,595

 連 結 売 上 高 20,276 20,084 19,858

 連 結 営 業 利 益 1,400 1,908 1,558

 連 結 経 常 利 益       1,505 2,476 1,938

 連 結 当 期 純 利 益 184 1,481 1,095

 １株当たり連結当期純利益(円) 698 5,631 4,164

 １ 株 当 た り 配当金(円) 1,400 1,500 2,000

                                         （単位：百万円。特記しているものを除く。） 

（注）平成23年より決算期を１月から３月に変更しております。 
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４．日程 

（１）資本業務提携の取締役会決議      平成24年11月14日（水） 

（２）資本業務提携契約の締結        平成24年11月14日（水） 

 

５．今後の見通し 

本資本業務提携による連結業績に与える影響は軽微であります。 

業績予想の修正の必要性及び公表すべき事項が生じた場合に、あらためて速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 


